
　日本郵政グループは、全国の郵便局ネットワークを通じて、郵便・貯金・保険の三事業を中心とし
たさまざまな商品・サービスを提供し、お客さまの生活全般に深くかかわり、お客さまと地域・社会
のお役に立ち続ける企業グループ、「トータル生活サポート企業グループ」を目指しています。

*1 発行済株式総数に対する保有割合（2019年3月末現在）
*2 自己保有株式を除く発行済株式総数に対する保有割合（2019年3月末現在）
*3 発行済株式総数に対する保有割合（2019年3月末現在）
なお、2019年4月、日本郵政（株）は、（株）かんぽ生命保険普通株式の第2次売出
しを実施いたしました。本売出し及び（株）かんぽ生命保険による自己株式取得
の実施により、日本郵政（株）の（株）かんぽ生命保険普通株式に対する保有割合
は、約64％となりました。

商品・サービスの
提供・地域社会

への貢献

日本郵政グループ

株式保有割合
約56.9％ *1

株式保有割合
約89％*3

株式保有割合
約89％ *2

金融2社の経営状況、ユニバーサルサービスの責務の遂行への
影響等を勘案しつつ、できるだけ早期に、全株処分を目指す

（郵政民営化法）

株式保有義務
100％

（郵政民営化法） 地域・社会
お客さま

政府

注:持分法適用関連会社

（2019年3月末現在）

郵便・物流事業

日本郵便輸送株式会社
日本郵便メンテナンス株式会社
ＪＰサンキュウグローバルロジスティクス株式会社
ＪＰビズメール株式会社
株式会社ＪＰメディアダイレクト
東京米油株式会社

金融窓口事業

株式会社郵便局物販サービス
ＪＰビルマネジメント株式会社
ＪＰコミュニケーションズ株式会社
日本郵便オフィスサポート株式会社
ＪＰ損保サービス株式会社
株式会社ＪＰ三越マーチャンダイジング
株式会社ゆうゆうギフト
ＪＰ東京特選会株式会社
セゾン投信株式会社注

株式会社ジェイエイフーズおおいた注

リンベル株式会社注

国際物流事業

Toll Holdings Limited及び同社傘下の連結子会社
JPトールロジスティクス株式会社
トールエクスプレスジャパン株式会社
Toll Holdings Limited傘下の関連会社注

1 お客さまの生活をトータルにサポートする事業の展開
3 社員の力を最大限に発揮するための環境の整備

2 安定的なグループ利益の確保
4 将来にわたる成長に向けた新たな事業展開

中期経営計画
～新郵政ネットワーク
創造プラン2017～

成長・発展を遂げるための
グループ戦略を推進

2015 2017 2018 2020

郵便局ネットワークを中心にグループ一体となって、
チームＪＰとして、ユニバーサルサービスを確保しつつ、

トータル生活サポート企業グループを目指す

❺ 生命保険業

商品やオペレーション体系の一体的見直しと荷物拡大に対応したサービス基盤の強化

地域ニーズに応じた個性・多様性ある郵便局展開等により郵便局ネットワークを維持・
強化しつつ、最大限に活用して地域と共生

トールの経営改善と、JP・トールのシナジー強化による国内のコントラクト
ロジスティクス展開

運用の高度化・多様化、非金利収益の拡大、効率的な資源配分

保障重視の販売、募集品質向上による保有契約の反転・成長

事業領域 基本方針

❶ 郵便・物流事業

❸ 国際物流事業

❷ 金融窓口事業

❹ 銀行業

日本郵政グループ中期経営計画2020（2018-2020）の概要

事業別の基本方針

　厳しい環境の中での安定的利益の確保と、持続的成長に向けたスタートを図ります。

基本方針

中期経営計画
2020

厳しい環境の中での
安定的利益の確保と
持続的成長に向けた

スタートを図る

トータル生活サポート
企業グループ

・事業の持続的成長
・安定的利益の確保
・公益性・地域性の発揮

株式保有義務
1/3超

（郵政民営化法）

銀行業

JPインベストメント株式会社及び同社傘下の連結子会社
ＪＰ投信株式会社注

ＳＤＰセンター株式会社注

日本ＡＴＭビジネスサービス株式会社注

その他

日本郵政スタッフ株式会社
ゆうせいチャレンジド株式会社
ＪＰホテルサービス株式会社
日本郵政インフォメーションテクノロジー株式会社
日本郵政キャピタル株式会社
日本郵政不動産株式会社
株式会社システムトラスト研究所 
JPツーウェイコンタクト株式会社

生命保険業

かんぽシステムソリューションズ株式会社
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中期戦略 中期経営計画



（安定的な株主配当を実施）

※現状の発行済株式数（自己株式除く）を前提とした場合、
　親会社株主に帰属する当期純利益は4,050億円程度

2020年度の数値目標・配当方針 2018年度の実績

一株当たり当期純利益

グループ連結

日本郵便

ゆうちょ銀行

かんぽ生命保険

100 円以上※

一株当たり配当額 50 円以上

グループ連結
一株当たり当期純利益 118.57 円

一株当たり配当額 50 円

900億円
400億円
300億円
200億円
650億円

(対2017年度)
+2億個程度

● 連結営業利益
郵便・物流事業
金融窓口事業
国際物流事業

● 連結当期純利益

● ゆうパック取扱個数

日本郵便
1,820億円
1,213億円

596億円
103億円

1,266億円

9.4億個（＋0.6億個）

● 連結営業利益
郵便・物流事業
金融窓口事業
国際物流事業

● 連結当期純利益

● ゆうパック取扱個数

3,900億円
2,800億円

● 連結経常利益
● 連結当期純利益

（参考）一株当たり当期純利益 74円

● 自己資本比率10％程度を確保
（金融規制強化考慮後）

● 投信残高＋1.7兆円程度※

● 一株当たり配当額50円確保
（安定的な株主配当を実施）

※「販売額－解約額」の３年間の累計（時価ベースと異なる）

● 保有契約年換算保険料
 反転・成長を目指す
● 一株当たり当期純利益 155円
　   （参考）連結当期純利益 930億円

● 経営の健全性を確保しつつ、
 一株当たり配当額76円への増配を目指す

かんぽ生命保険
 4.67兆円

200.86円

72円

● 保有契約年換算保険料

● 一株当たり当期純利益

● 一株当たり配当額

ゆうちょ銀行
3,739億円
2,661億円

15.78%

＋6,436億円

50円

● 連結経常利益
● 連結当期純利益

● 単体自己資本比率（国内基準）

● 投資信託（純資産残高）

● 一株当たり配当額

（注）各数値目標の前提となる金利・為替・株価については、2017年12月末の状況を踏まえて設定しています。
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（安定的な株主配当を実施）

※現状の発行済株式数（自己株式除く）を前提とした場合、
　親会社株主に帰属する当期純利益は4,050億円程度

2020年度の数値目標・配当方針 2018年度の実績

一株当たり当期純利益

グループ連結

日本郵便

ゆうちょ銀行

かんぽ生命保険

100 円以上※

一株当たり配当額 50 円以上

グループ連結
一株当たり当期純利益 118.57 円

一株当たり配当額 50 円

900億円
400億円
300億円
200億円
650億円

(対2017年度)
+2億個程度

● 連結営業利益
郵便・物流事業
金融窓口事業
国際物流事業

● 連結当期純利益

● ゆうパック取扱個数

日本郵便
1,820億円
1,213億円

596億円
103億円

1,266億円

9.4億個（＋0.6億個）

● 連結営業利益
郵便・物流事業
金融窓口事業
国際物流事業

● 連結当期純利益

● ゆうパック取扱個数

3,900億円
2,800億円

● 連結経常利益
● 連結当期純利益

（参考）一株当たり当期純利益 74円

● 自己資本比率10％程度を確保
（金融規制強化考慮後）

● 投信残高＋1.7兆円程度※

● 一株当たり配当額50円確保
（安定的な株主配当を実施）

※「販売額－解約額」の３年間の累計（時価ベースと異なる）

● 保有契約年換算保険料
 反転・成長を目指す
● 一株当たり当期純利益 155円
　   （参考）連結当期純利益 930億円

● 経営の健全性を確保しつつ、
 一株当たり配当額76円への増配を目指す

かんぽ生命保険
 4.67兆円

200.86円

72円

● 保有契約年換算保険料

● 一株当たり当期純利益

● 一株当たり配当額

ゆうちょ銀行
3,739億円
2,661億円

15.78%

＋6,436億円

50円

● 連結経常利益
● 連結当期純利益

● 単体自己資本比率（国内基準）

● 投資信託（純資産残高）

● 一株当たり配当額

（注）各数値目標の前提となる金利・為替・株価については、2017年12月末の状況を踏まえて設定しています。
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中期経営計画期間（2018〜2020）の投資計画

株主還元政策

中期経営計画において、お客さま満足向上、営業力向
上、業務効率化など経営基盤強化に資するインフラ整備
を推進するため、郵便・物流事業や金融窓口事業におけ
る局舎等工事、金融窓口事業における不動産開発、国際

物流事業における新会計システムの構築、銀行業におけ
るATMの購入、生命保険業における次期オープン系シ
ステムの構築等への投資を計画しております。

日本郵政（株）では、株主に対する利益の還元を経営上
重要な施策の一つとして位置づけ、経営成績に応じた株
主への利益還元を継続して安定的に行うことを基本方針
としております。
剰余金の配当につきましては、内部留保の充実に留意

しつつ、資本効率を意識し、着実な株主への利益還元を
実現するため、安定的な1株当たり配当を目指してまいり
ます。
日本郵政（株）の剰余金の配当の決定機関は、経営の機
動的な運営を確保するため、定款において取締役会と定

めております。また、毎年3月31日、9月30日を基準日と
して、剰余金の配当をすることができる旨を定めており
ます。
基準日が2019年3月期に属する剰余金の配当につき
ましては、業績等を総合的に判断した結果、普通株式の
年間配当は、1株当たり50円（うち中間配当25円）といた
しました。
内部留保資金につきましては、企業価値の向上を目指
すべく、成長機会獲得のための投資や資本効率を意識し
た資本政策などに活用してまいります。

また、上記の他に、「トータル生活サポート企業グルー
プ」としてグループの成長につながるよう、当社グルー
プ・グループ各社の企業価値向上に資する幅広い分野
での資本提携やM&Aも、投資判断基準等に照らして慎

重に検討し、適切と判断したものを実施することとしてお
ります。その財源は、既存のキャッシュ・フローのほか、潤
沢な借入余力を活かした借入金や金融2社株式を売却し
た場合の売却手取金を想定しています。

セグメント
投資の内容 投資額

(2018～2020計)
投資の効果

郵便・物流
（1,800億円）

局舎等工事 780億円 サービス環境の整備

郵便システム更改 300億円 郵便システムの定期更改

金融窓口
（2,700億円）

不動産開発 1,800億円 不動産収益の拡大

局舎等工事 600億円 サービス環境の整備

国際物流
（1,500億円）

船舶更改 150億円 安定的な業務運行確保

新会計システム構築 120億円 ＩＴインフラの更改

銀行
（1,300億円）

総合情報システムの開発 300億円 お客さまの利便性向上、社員の業務効率化、安定的な業務運行

オートキャッシャーの更改 220億円 現金管理に関する内部統制の強化

貯金事務センターの建替え 200億円 建物の老朽・狭隘状態の解消

ＡＴＭの購入 190億円 お客さまの利便性向上、安定的な業務運行

生命保険
（1,500億円）

次期オープン系システムの構築 490億円 ICTの活用に向けたシステム基盤の整備

基幹系システムの開発 410億円 新商品・サービスの提供によるお客さまの利便性の向上、	
社員の業務効率化

新営業用携帯端末の導入 120億円 お客さまの利便性の向上、社員の業務効率化

その他
（1,200億円）

データセンター構築 340億円 グループ経営基盤の強化

次期ＰＮＥＴ 300億円 グループ経営基盤の強化
（注） �1.本表は2018年5月15日に「日本郵政グループ中期経営計画2020」を公表した時点での投資計画です。	

2.本表には資本提携・M&A等の成長投資は含みません。

投資総額
2018～2020計




